
貸    借    対    照    表

（平成２３年３月３１日現在）

㈱ジェイアール貨物･リサーチセンター             （単位：円）

   科            目   　金　  　　　額    科            目   　金　　　　額

資産の部 負債の部

  流動資産 59,135,977   流動負債 32,799,200

    現金・預金 18,775,680     未払金 24,069,634

    未収金 35,952,390 　　未払費用 5,353,471

　　前払費用 1,767,978 　　未払法人税等 35,000

　　貯蔵品 188,100 　　未払消費税等 2,381,500

　　繰延税金資産 2,451,829 　　前受収益 345,479

　　預り金 614,116

　固定負債 1,340,000

  固定資産 7,398,316 　　役員退職慰労引当金 1,340,000

  （有形固定資産）
負債の部合計 34,139,200

　　建物附属設備 960,718

　　工具器具備品 332,598 純資産の部

 株主資本 32,395,093

　（投資その他の資産）   資本金 10,000,000

　　敷金 6,105,000   利益剰余金 22,395,093

　　    繰越利益剰余金 22,395,093

純資産の部合計 32,395,093

資産の部合計 66,534,293 負債･純資産の部合計 66,534,293
                 



Ⅰ　重要な会計方針

Ⅱ　貸借対照表の注記

Ⅲ　損益計算書の注記

  １．支配株主との取引高

    営業収益

    営業費

  ２．１株あたり当期純利益

Ⅳ　当期純利益 　　４,３２８,０２７円

個　別　注　記　表

３６，６５８，６８６円

２１，６４０円

３１，２８６，４６７円

５，０１４，５２２円

７，２１７，７５１円

２０８，８８０円

７，００８，８７１円

　１．支配株主に対する金銭債権  短期金銭債権

　２．支配株主に対する金銭債務  短期金銭債務

１２６，９９３，７７７円

     法人税法の規定による方法と同一の基準を採用し、建物は定額法、その他は定率法によっております。

  ２．役員退職慰労引当金

     役員の将来の退職慰労金に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しています。

     会計上の利益と税金費用との期間対応をより適正なものとするため、税効果会計を導入しております。

  ４．消費税の会計処理

  １．固定資産の減価償却の方法

  ３．税効果会計

     消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　３．有形固定資産の減価償却累計額

     うち　建物附属設備

           工具器具備品


